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第１章 指定手続の概要 

１ 指定事務担当窓口 

岩見沢市介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総合事業」という。）の指定に関する事前協

議、指定申請書の提出、指定後の各種届出等は、岩見沢市が窓口になります。 

サービス

種類 

介護予防訪問事業   

介護予防通所事業 

担当窓口 

 

岩見沢市健康福祉部健康づくり推進課健康づくりグループ 

〒068-8790 岩見沢市4条西3丁目1番地であえーる岩見沢3階 岩見沢保健センター 

電話 ０１２６－２５－５５４０  FAX ０１２６－２５－５５２４ 

開館時間 ９時００分～１７時３０分（土曜・日曜・祝日、年末年始を除く） 

 

２ 指定の流れ 

岩見沢市では毎月１日に事業所の指定を行います。 

(1) 指定スケジュール 

①事前協議 ②申請受付 指定日 

指定日の２ヶ月前の 

15日まで 

（15日が休みの場合

は、直前の開館日ま

で） 

指定日の２ヶ月前の16日

～１ヶ月前の15日 

（15日が休みの場合は、

直前の開館日まで） 

毎月１日 

 

①事前協議（必須） 

事前協議では、図面上で介護保険法関係法令に基づく設備基準等の確認を行います。来所の際

は、必ず平面図（寸法と各室の面積がわかるもの）及び予定地周辺地図をご持参ください。 

なお、設備等は、建築基準法、消防法等関係法令の基準に適合している必要があります。必ず

関係窓口にも並行してご相談ください。 

受付時期 

指定日の２ヶ月前の 

15日まで 

（15日が休みの場合

は、直前の開館日ま

で） 

事前協議を行う場合は、必ず事前に電話で予約のうえ、お越しく

ださい。 

なお、予約状況によっては、ご希望の日時に対応できない場合が

ありますので、あらかじめご了承ください。 

※予約は【岩見沢保健センター 電話0126-25-5540】 

 

②申請書類の事前確認と受付 

申請書類は、岩見沢保健センターにご持参のうえ提出していただく必要がありますが、申請内

容に不備がないか当課職員が事前に確認をし、問題がないことを確認した段階で受け付けます。 

 

 

 

電話予約制 
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（例）6月1日に指定を受ける場合のスケジュール 

～4/15 4/16     5/5     5/15 5/16      5/31 6/1 

①事前協議 

 

 

 

 

②申請書類の事前確認 

 

③申請書類の受付 

 

④書類審査、現地確認

（サービス種別によ

る） 

⑤指定 

 

 

受付時期 

（指定日の２ヶ月前の16日

～１ヶ月前の15日） 

（15日が休みの場合は、直

前の開館日まで） 

申請書類の事前確認を行う場合は、必ず事前に電話で予約のう

え、お越しください。状況によっては、ご希望の日時に対応でき

ない場合がありますので、余裕を持った日程でお願いします。 

予約は【岩見沢保健センター 電話0126-25-5540】 

注意事項 申請書類に不備がある場合、訂正をお願いすることがあります。

また、申請期間中に適正な申請書類の提出がないと、事業の指定

できない場合があります。郵送による申請は受け付けませんの

で、あらかじめご了承ください。 

(2) 指定 

審査 指定要件を満たすかどうか判断するために、サービス種別によっては、現地確認

を行います。 

また、申請時に主要な備品が搬入されていることが必要です。 

指定 審査の結果、指定要件を満たすものと判断された場合に指定します。 

毎月１日付で指定を行います。指定の日の前に「岩見沢市介護予防・日常生活支

援総合事業（新規･更新）指定可否決定通知書」で通知します。 

公示 事業所の指定、変更、廃止、休止、再開、取消、改善命令又は効力の停止があっ

た場合は、当該事業者名、所在地、サービスの種類等について公示されます。 

 

３ 指定後の手続 

(1) 事業者番号 

事業者番号は、当該事業者の指定と併せて通知します。 

 

(2) 総合事業費等の請求の届出 

総合事業第一号事業所は、総合事業費等の請求をする場合には、請求方法や受領する振込先口座

名等をあらかじめ北海道国民健康保険団体連合会に届け出ることとなっています。 

届出先 北海道国民健康保険団体連合会総務部介護・障害者支援課 

〒060-0062 札幌市中央区南２条西１４丁目 

電話：０１１－２３１－５１６１ ＦＡＸ：０１１－２３３－２１７８ 

届出事項 請求方法（請求媒体） 

振込先口座名等 

届出の様式 指定のあった月の翌月に北海道国民健康保険団体連合会から送付されます。 
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（参考～総合事業費支払いまでの標準的な事務処理日程） 

 サービス提供月 翌月 翌々月 

サービス提供 

 

(締切日10日) 

請求 

 

（国保連）  審査  

 

支払(月末) 

※総合事業費の請求についての詳細は、上記の北海道国民健康保険団体連合会に問い合わせてください。 

 

(3) 変更等の届出 

事業所の名称、所在地その他の事項に変更があったときは、その旨を市に届出る必要がありま

す。変更の際には変更内容が分かる資料をあわせて添付し、いずれも届け出先は岩見沢保健センタ

ーに、１部提出してください。 

区分 事由 届出様式 

変更届出 事業所の名称や運営規定等

が変更となった場合、10日

以内に届出 

介護予防・日常生活支援総合事業変

更届出書 

再開届出 事業を再開する場合、10日

以内に届出 

介護予防・日常生活支援総合事業廃

止・休止・再開届出書 

廃止・休止届出 事業を廃止、休止する場

合、 

１か月前までに届出 

介護予防・日常生活支援総合事業廃

止・休止・再開届出書 

注1 変更届出が必要な事由の詳細は、下記の「変更届必要事項一覧」及び介護保険法施行規則第

131条、第133条及び第140条の19を参照してください。 

注2 変更届出、再開届出は事由が生じてから10日以内に届出を行うこととされていますが、適正な

事業運営を確保する観点から、事前に相談願います。 

 

【変更届必要事項一覧】 

変更の届け出が必要な事項 

１ 事業所(施設)の名称  

２ 事業所(施設)の所在地、電話番号、ＦＡＸ番号 (※1) 

３ 主たる事務所の所在地、電話番号、ＦＡＸ番号  

４ 申請者の名称 

５ 申請者の代表者(開設者)の氏名、生年月日、住所、職名 

６ 登記事項証明書・条例等 （当該事業に関するものに限る。）  

７ 事業所(施設)の平面図 

８ 設備の概要 （介護予防通所事業のみ） 

９ 事業所(施設)の管理者の氏名、生年月日、住所 

１０ サービス提供責任者の氏名、生年月日、住所（介護予防訪問事業のみ） 

１１ 運営規程 (※2)  

１２ 総合事業費の請求に関する事項 
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※1 事業所所在地以外の場所で一部実施する事務所を有するときは、当該事務所を含みます。 

※2 利用者の定員の増加に伴うものは、「従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表」を添付して下さい。 

 

(4) 指定の更新 

サービスの質の確保・向上を目的に指定の更新制が導入され、６年毎に更新を受けなければ、有効

期間満了により指定の効力を失うことになり、介護報酬を請求することができなくなります。 

指定の更新を受けるためには、指定更新申請をしていただく必要がありますが、人員・設備・運営

などの指定基準を満たしていない場合や、申請法人やその役員等が過去に指定取消処分を受けた場合

など、法律上の欠格事由に該当するときは、指定更新を受けることができません。更新の欠格事由は、

指定の欠格事由と同様です。 

 

４ 申請主体の要件と他法令の届出等 

総合事業の第一号事業所としての指定申請と併行して、各法令に基づく所定手続が必要な場合が

あります。 

サービス種類 介護保険法の申請者要件 社会福祉法上の届出等 老人福祉法上の届出 

介護予防訪問

事業 

法人 不要 

第２種社会福祉事業 

必要 

老人居宅介護等事業 

介護予防通所

事業 

法人であって、老人福祉

法に規定する老人デイサ

ービス事業を行う施設又

は老人デイサービスセン

ターを設置するもの 

不要 

第２種社会福祉事業 

必要 

老人デイサービス事業 

老人デイサービスセンター 

 

○ 生活保護法に基づく指定介護機関の指定について 

生活保護法第54条の2第2項の規定により、介護保険法の規定による指定又は開設許可がなされた

場合には、生活保護法の指定介護機関としても指定を受けたものとみなされます。生活保護法によ

る指定が不要な場合は、岩見沢市健康福祉部保護課（以下「保護課」）へ申出書を提出することで

指定を受けないこともできます。ご質問等がありましたら、保護課（0126-23-4111（代表））に

お問い合わせください。 

 

第２章 指定基準の概要 

 

１ 指定基準等 

指定第１号事業者は、「北海道指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営の基準等を

定める条例（平成24年北海道条例第96号）」「北海道指定介護予防サービス等の事業の人員、設備

及び運営の基準等を定める条例施行規則（平成25年北海道規則第28号）」を遵守しなければなりま

せん。 

指定基準の概要はＰ5～Ｐ10のサービス別指定基準を参照するほか、関係法令等を入手の上、内容

を把握してください。 
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指定を受けた後、指導監査により、指定申請に虚偽の内容があったことや、関係法令の規定事項

を遵守した適正な事業運営がなされていないことなどが判明した場合には、事業所に対する改善勧

告や指定取消等の処分が行われることがあります。 

また、指定後に基準を満たさなくなった際には、介護報酬の減算が必要となる場合もありますの

で、充分留意してください。 

 

 

事業者指定及び介護報酬等に関する主な国の関係法令等 

基本法 

■介護保険法（平成９年法律第123号） 

■介護保険法施行令（平成10年政令第412号） 

■介護保険法施行規則（平成11年厚生省令第36号） 

 

事業者関係 

■指定居宅サービス及び指定介護予防サービスに関する基準について(平成11年老企第25号) 

■指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介

護予防のための効果的な支援の方法に関する基準(平成18年厚生労働省令第35号、第80号) 

 

介護報酬関係 

■指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成18年厚生労働省告示第127

号） 

□指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項に

ついて（平成18年老計発第0317001号、老振発第0317001号、老老発第0317001号） 

□指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う介護給付費算定に係

る体制等に関する届出における留意点について（平成12年老企発第41号） 

※ ■は指定申請に当たって特に重要と判断される法令等です。事業運営に当たって、上記に記載

のない関係法令についても遵守してください。 

 

 

２ 介護予防訪問事業指定基準 

人員基準 区分 職種・資格 員数 

従業者 訪問介護員等 

介護福祉士又は法第８条第２

項に規定する厚生労働省令で

定める者 

①介護職員初任者研修修了者 

②介護職員基礎研修修了者 

③訪問介護員養成研修（１～

２ 級課程）修了者 

④看護師、准看護師 

・2.5 名以上（常勤換算方法） 
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サービス提

供責任者 

訪問介護員等のうち次のい

ずれかの者 

①介護福祉士 

②社会福祉士及び介護福祉士

法第 40 条第２項第５号に規

定する者（実務者研修修了

者） 

③介護職員基礎研修修了者 

④訪問介護員養成研修１級課

程修了者 

⑤看護師、准看護師 

①常勤の訪問介護員等のうち利用者数

（前３月の平均値(新規指定の場合は推

定数)）が 40 又はその端数を増す毎に

常勤１名以上。 

②利用者数が 40 人を超える事業所は常

勤換算とすることができる。 

サービス提供責任者の員数＝利用者/40

以上(小数第一位に切り上げ) 

ただし常勤換算する場合、次の員数以

上の常勤のサービス提供責任者を配置す

ること。 

・利用者数 41～200 人 常勤換算しな

い場合に必要となるサービス提供責任

者の数から１を減じた数以上 

・利用者数 200 人～ 常勤換算しな

い場合に必要となるサービス提供責

任者の数×2/3 以上(小数第一位に

切り上げ) 

③常勤３名以上かつ専従１名以上配置

している場合は、利用者数が 50 又は

その端数を増す毎に１名以上とするこ

とができる。 

④訪問介護への提供に支障がなけれ

ば、同一敷地内にある指定定期巡回随

時対応型訪問介護看護事業所、指定夜

間対応型訪問介護事業所の職務に従事

することができる。 

管理者  ・常勤専従１名 

管理上支障がない場合、当該事業所

の他職務又は同一敷地内にある他事業

所、施設の職務に従事可。 

設備基準 ・必要な広さの専用区画（利用申込の受付、相談等に対応できるスペース） 

・必要な設備及び備品等（手指を洗浄するための手洗い場、利用者の個人情報を保

管する鍵つき書庫等） 

運営基準 内 容 道条例 国省令 

内容及び手続の説明及び同意 第９条 第８条 

提供拒否の禁止 第 10 条 第９条 

サービス提供困難時の対応 第 11 条 第 10 条 

受給資格等の確認 第 12 条 第 11 条 

要支援認定の申請に係る援助 第 13 条 第 12 条 
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心身の状況等の把握 第 14 条 第 13 条 

介護予防支援事業者との連携 第 15 条 第 14 条 

介護予防サービス費の支給を受けるための援助 第 16 条 第 15 条 

介護予防サービス計画に沿ったサービスの提供 第 17 条 第 16 条 

介護予防サービス計画等の変更の援助 第 18 条 第 17 条 

身分を証する書類の携行 第 19 条 第 18 条 

サービスの提供の記録 第 20 条 第 19 条 

利用料等の受領 第 21 条 第 20 条 

保険給付の請求のための証明書の交付 第 22 条 第 21 条 

指定介護予防訪問介護の基本取扱方針 第 40 条 第 38 条 

指定介護予防訪問介護の具体的取扱方針 第 41 条 第 39 条 

指定介護予防訪問介護の提供に当たっての留意事項 第 42 条 第 40 条 

同居家族に対するサービス提供の禁止 第 23 条 第 22 条 

利用者に関する市町村への通知 第 24 条 第 23 条 

緊急時等の対応 第 25 条 第 24 条 

管理者及びサービス提供責任者の責務 第 26 条 第 25 条 

運営規程 第 27 条 第 26 条 

介護等の総合的な提供 第 28 条 第 27 条 

勤務体制の確保等 第 29 条 第 28 条 

衛生管理等 第 30 条 第 29 条 

掲示 第 31 条 第 30 条 

秘密保持等 第 32 条 第 31 条 

広告 第 33 条 第 32 条 

介護予防支援事業者に対する利益供与の禁止 第 34 条 第 33 条 

苦情処理 第 35 条 第 34 条 

地域との連携 第 36 条 第 34 条の 2 

事故発生時の対応 第 37 条 第 35 条 

会計の区分 第 38 条 第 36 条 

記録の整備 第 39 条 第 37 条 

 

 

３ 介護予防通所事業（利用定員１１人以上）指定基準 

人員基準 区分 職種・資格 員数 

従業者 生活相談員 ･提供時間数を通じて専従 1 名以上 うち 1

名以上

は常勤 

介護職員 ･単位毎に提供時間数に応じて専従 1 名以上 

･利用者数が 15 人を超える場合は、15 人を超える

部分の利用者の数を 5 で除した数に 1 を加えた数

以上 

･単位毎に常時 1 名以上 
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看護師又は准看

護師 

･単位毎に専従 1 名以上 

機能訓練指導員 ･1 名以上 

理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復

師又はあん魔マッサージ、指圧師の資格を有する者 

管理者 

 

 ・常勤専従１名 

管理上支障がない場合、当該事業所の他職務又は同一敷地内

にある他事業所、施設の職務に従事可。 

設備基準 食堂及び機能訓練室 ･合計面積が、利用定員×３㎡以上 

･食事の提供、機能訓練に支障がない場合は、食堂及び機能

訓練室が同一の場所でも可能 

相談室 遮へい物の設置等により相談の内容が漏えいしないようにす

ること。 

事務室は必要な広さの専用区画を有すること。 

静養室は利用者が静養するのに必要な広さを確保すること。 

･消火設備その他災害に際して必要な設備（消防法その他の法令等に規定された設備を設

置すること。） 

･指定通所介護の提供に必要な設備及び備品等（送迎車、便所、利用者の個人情報を保管

する鍵つき書庫等） 

上記設備は当該事業所専用とすること（サービスの提供に支障がない場合は兼用可能） 

運営基準 内 容 道条例 国省令 

内容及び手続の説明及び同意 第９条(準用) 第８条(準用) 

提供拒否の禁止 第 10 条(準用) 第９条(準用) 

サービス提供困難時の対応 第 11 条(準用) 第 10 条(準用) 

受給資格等の確認 第 12 条(準用) 第 11 条(準用) 

要支援認定の申請に係る援助 第 13 条(準用) 第 12 条(準用) 

心身の状況等の把握 第 14 条(準用) 第 13 条(準用) 

介護予防支援事業者との連携 第 15 条(準用) 第 14 条(準用) 

介護予防サービス費の支給を受けるための援助 第 16 条(準用) 第 15 条(準用) 

介護予防サービス計画に沿ったサービスの提供 第 17 条(準用) 第 16 条(準用) 

介護予防サービス計画等の変更の援助 第 18 条(準用) 第 17 条(準用) 

サービスの提供の記録 第 20 条(準用) 第 19 条(準用) 

利用料等の受領 第 101 条 第 100 条 

保険給付の請求のための証明書の交付 第 22 条(準用) 第 21 条(準用) 

指定介護予防通所介護の基本取扱方針 第 109 条 第 108 条 

指定介護予防通所介護の具体的取扱方針 第 110 条 第 109 条 

利用者に関する市町村への通知 第 24 条(準用) 第 23 条(準用) 

緊急時等の対応 第 25 条(準用) 第 24 条(準用) 

管理者の責務 第 54 条(準用) 第 52 条(準用) 

運営規程 第 102 条 第 101 条 
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勤務体制の確保等 第 103 条 第 102 条 

定員の遵守 第 104 条 第 103 条 

非常災害対策 第 105 条 第 104 条 

衛生管理等 第 106 条 第 105 条 

掲示 第 31 条(準用) 第 30 条(準用) 

秘密保持等 第 32 条(準用) 第 31 条(準用) 

広告 第 33 条(準用) 第 32 条(準用) 

介護予防支援事業者に対する利益供与の禁止 第 34 条(準用) 第 33 条(準用) 

苦情処理 第 35 条(準用) 第 34 条(準用) 

事故発生時の対応 第 37 条(準用) 第 35 条(準用) 

会計の区分 第 38 条(準用) 第 36 条(準用) 

記録の整備 第 107 条 第 106 条 

指定介護予防通所介護の提供に当たっての留意点 第 111 条 第 110 条 

安全管理体制等の確保 第 112 条 第 111 条 

 

 

４ 介護予防通所事業（利用定員１０人以下）指定基準 

人員基準 区分 職種・資格 員数 

従業者 生活相談員 ･提供時間数を応じて専従 1 名以上 うち 1

名以上

は常勤 

介護職員、看護

師又は准看護師 

･単位毎に提供時間数に応じて専従 1 名以上 

･単位毎に常時 1 名以上 

機能訓練指導員 ･1 名以上 

理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復

師又はあん魔マッサージ、指圧師の資格を有する者 

管理者 

 

 ・常勤専従１名 

管理上支障がない場合、当該事業所の他職務又は、同一敷地

内にある他事業所、施設の職務に従事可。 

設備基準 食堂及び機能訓練室 ･合計面積が、利用定員×３㎡以上 

･食事の提供、機能訓練に支障がない場合は、食堂及び機能

訓練室が同一の場所でも可能 

相談室 遮へい物の設置等により相談の内容が漏えいしないようにす

ること。 

事務室は必要な広さの専用区画を有すること。 

静養室は利用者が静養するのに必要な広さを確保すること。 

･消火設備その他災害に際して必要な設備（消防法その他の法令等に規定された設備を設

置すること。） 

･指定通所介護の提供に必要な設備及び備品等（送迎車、便所、利用者の個人情報を保管

する鍵つき書庫等） 

上記設備は当該事業所専用とすること（サービスの提供に支障がない場合は兼用可能） 

運営基準 内 容 道条例 国省令 
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内容及び手続の説明及び同意 第９条(準用) 第８条(準用) 

提供拒否の禁止 第 10 条(準用) 第９条(準用) 

サービス提供困難時の対応 第 11 条(準用) 第 10 条(準用) 

受給資格等の確認 第 12 条(準用) 第 11 条(準用) 

要支援認定の申請に係る援助 第 13 条(準用) 第 12 条(準用) 

心身の状況等の把握 第 14 条(準用) 第 13 条(準用) 

介護予防支援事業者との連携 第 15 条(準用) 第 14 条(準用) 

介護予防サービス費の支給を受けるための援助 第 16 条(準用) 第 15 条(準用) 

介護予防サービス計画に沿ったサービスの提供 第 17 条(準用) 第 16 条(準用) 

介護予防サービス計画等の変更の援助 第 18 条(準用) 第 17 条(準用) 

サービスの提供の記録 第 20 条(準用) 第 19 条(準用) 

利用料等の受領 第 101 条 第 100 条 

保険給付の請求のための証明書の交付 第 22 条(準用) 第 21 条(準用) 

指定介護予防通所介護の基本取扱方針 第 109 条 第 108 条 

指定介護予防通所介護の具体的取扱方針 第 110 条 第 109 条 

利用者に関する市町村への通知 第 24 条(準用) 第 23 条(準用) 

緊急時等の対応 第 25 条(準用) 第 24 条(準用) 

管理者の責務 第 54 条(準用) 第 52 条(準用) 

運営規程 第 102 条 第 101 条 

勤務体制の確保等 第 103 条 第 102 条 

定員の遵守 第 104 条 第 103 条 

非常災害対策 第 105 条 第 104 条 

衛生管理等 第 106 条 第 105 条 

掲示 第 31 条(準用) 第 30 条(準用) 

秘密保持等 第 32 条 第 31 条(準用) 

広告 第 33 条(準用) 第 32 条(準用) 

介護予防支援事業者に対する利益供与の禁止 第 34 条(準用) 第 33 条(準用) 

苦情処理 第 35 条(準用) 第 34 条(準用) 

事故発生時の対応 第 37 条(準用) 第 35 条(準用) 

会計の区分 第 38 条(準用) 第 36 条(準用) 

記録の整備 第 107 条 第 106 条 

指定介護予防通所介護の提供に当たっての留意点 第 111 条 第 110 条 

安全管理体制等の確保 第 112 条 第 111 条 

※ 常勤とは、当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている常勤の従業者が 

勤務すべき時間数(32 時間を下回る場合は 32 時間を基本とする。)に達していることをいう。同

一事業者によって当該事業所に併設される事業所の職務であって、当該事業所の職務と同時並行

的に行われることが差し支えないと考えられるものについては、それぞれに係る勤務時間の合計

が常勤の従業者が勤務すべき時間数に達していれば、常勤の要件を満たすものである。 

※ 常勤換算方法とは、当該事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所において常勤の従業者が勤

務すべき時間数(32 時間を下回る場合は 32 時間を基本とする)で除することにより、当該事業所
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の従業者の員数を常勤の従業者の員数に換算する方法。 

 

第３章 申請書類の作成方法 

 

１ 申請（新規）に必要な書類 

番

号 
指定(許可)申請書類 形 態 

介護予防

訪問事業 

介護予防

通所事業 

1 指定(許可)申請書 様式第１号 ○ ○ 

2 事業所の指定に係る記載事項 付表１－１ ○  

事業所所在地以外の場所で一部実施する

場合の記載事項 

付表１（１） 
○  

事業所の指定に係る記載事項 付表２－１  ○ 

事業所所在地以外の場所で一部実施する

場合の記載事項 

付表２（１） 
 ○ 

3 指定(許可)申請に係る添付書類一覧 別添１ ○ ○ 

4 申請者の登記事項証明書又は条例等 登記事項証明書は原本 ○ ○ 

5 従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表 参考様式１ ○ ○ 

6 事業所の平面図等 参考様式２ ○ ○ 

7 設備・備品等一覧表 参考様式３  ○ 

8 運営規程（重要事項説明書を含む） 自己作成 ○ ○ 

9 利用者からの苦情を処理するために講ず

る措置の概要 

参考様式４ 
○ ○ 

10 サービス提供実施単位一覧表 参考様式５  ○ 

11 介護保険法第115条の45の5第2項の規定

に該当しない旨の誓約書 

参考様式６ 
○ ○ 

12 資格を証明する書類等 原本写し ○ ○ 

13 雇用契約書、雇用確約証明書 参考様式７ 
○ ○ 

又は雇用証明書 参考様式８ 

14 

 

建築基準法に基づく検査済証及び消防法

に基づく消防用設備等検査済証の写し 

原本写し 

 

 
○ 

15 総合事業費の請求に関する事項 別紙１ 別紙２、２

（1） 
○ ○ 

 

２ 編纂方法等 

（1) ファイリング 

・書類は、一括してフラットファイルに綴ってください。 

フラットファイルの規格 Ａ４版（Ａ４－Ｓ）２穴 

 

・綴じる順番は、「指定(許可)申請に係る添付書類一覧」(別添1)のとおり、上から順に綴って下さ

い。 
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・複数の事業を一括して申請する場合でも、事業ごとに作成し、それぞれフラットファイルに綴っ

てください。 

・「添付書類」は、添付書類番号順に並べ、書類と書類の間には、添付書類番号を記入したインデ

ックスを付けた界紙を入れてください。 

 

（2）提出先・提出部数 

岩見沢保健センターに１部提出してください。 

（申請者保管用として、副本を作成し保管してください。） 

 

３ 記載方法、留意事項等 

（1) 指定申請書の記載方法 

○指定申請書は、各サービス共通です。 

○作成に当たっては、指定申請書の「備考」欄を参照してください。 

 

（2）付表の記載方法 

○作成に当たっては、各付表の「記載上の注意事項」欄を参照してください。 

○事業所名称は、正式名称を記載してください。 

○事業所所在地は、ビル等の名称まで正確に記入してください。 

 

（3）添付書類一覧の記載方法 

○各サービス共通です。必要書類の添付の状況について記載してください。また、参考様式をお

示ししているもので、自己作成の様式により提出する場合は、備考欄にその旨記載してくださ

い。 

○複数の事業について申請を行う場合は、事業ごとに別葉で作成してください。 

 

 

（4）添付書類作成の留意事項等 

Ｐ10の指定(許可)申請に必要な書類一覧で申請する事業の必要書類を確認してください。 

各書類の作成に当たっては、次表の事項に留意してください。 

書類区分 形態 提出書類・作成上の留意事項 

申請者の登記簿

謄本又は条例等 

写し又は原本 

 

〇登記事項証明書については、原本を添付してください。 

〇同時に複数の事業所の指定申請をする場合、複写したものに

「原本は〇〇事業所の指定申請書に添付 岩見沢市健康福祉部健

康づくり推進課へ提出」と記載し、原本謄写することでも差支え

ありません。 

従業者の勤務体

制及び勤務 

形態一覧表 

 

参考様式１ 〇事業開始予定日から４週分の予定について記載して下さい。 

〇管理者及び従業者全員について、毎日の勤務時間数を記載して

ください。 

〇２以上の職種を兼務する従業者については、それぞれの時間を

按分して記載してください。 
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〇参考様式１の備考を参照してください。 

事業所の平面図 

 

参考様式２又

は既存図面等

を基に自己作

成 

 

〇参考様式を使用する場合 

参考様式３の備考を参照してください。 

〇自己作成する場合 

規格：Ａ４又はＡ３(Ａ３の場合は折り畳んで編纂）用途及び面積

を明示してください。 

〇事業所の外観(入り口等が利用者にとってわかりやすいか)及び

内部(機能訓練室、相談室、浴室、居室等)の広さや様子の分かる

ような写真(Ａ４の台紙に張り付けたもの)を添付してください。 

設備・備品等一

覧表 

 

参考様式３ 

 

〇参考様式３の備考を参照してください。 

〇消耗品は記載不要です。 

写真 〇規格：Ａ４の台紙に貼り付け、名称等を記載 

〇撮影が必要な設備等 

① 送迎用車両 

② 消防法に基づく検査済証を提出する場合は検査済証に記載さ

れている設備（消火器・誘導灯等） 

運営規程 自己作成 〇Ｐ14の「運営規程における規定事項一覧」で必要事項を確認の

うえ、具体的にわかりやすく策定してください。 

利用者からの苦

情を処理するた

めに講ずる措置

の概要 

 

参考様式４ 〇次の事項について、具体的に記載してください。 

①利用者等からの相談又は苦情等に対応する常設の窓口・担当者

の設置（担当者名や連絡先） 

②円滑かつ迅速に苦情処理を行うための処理体制及び手順 

③苦情があった事業者に対する対応方針等（居宅介護支援事業者

の場合記入） 

④その他参考事項（従業員への周知方法等） 

〇参考様式４の備考を参照してください。 

サービス提供実

施単位一覧表 

参考様式５ 〇参考様式５の備考を参照してください。 

介護保険法第115

条の45の5第2項

の規定に該当し

ない旨の誓約書 

参考様式６ 〇サービスに応じ、法第115条の45の5第2項に該当していないか

確認し、申請者が誓約します。 

資格を証明する

書類 

写し 〇従業員の資格を確認する資料として必要となりますので、国家

資格証等の資格を証明する書類の写しを添付してください。 

〇「従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表」に記載した従業者の

氏名順にそろえて添付してください。 

雇用契約書又は

雇用証明書（雇

用確約証明書） 

写し又は参考

様式７(採用前) 

参考様式８

（既に採用） 

〇付表に記載した従業員の雇用を確認する資料として必要です。 

〇雇用契約書がある場合 

 その写しを添付してください。 

〇採用前で雇用契約書がない場合 
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 雇用確約証明書（参考様式７の備考を参照）を提出してくださ

い。後日、雇用契約書又は雇用証明書（参考様式８）を提出し

てください。 

〇採用後で雇用契約書がない場合 

雇用証明書を提出してください． 

〇「従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表」 に記載した従業者

の氏名順にそろえて添付してください。 

〇被雇用者の住所、氏名の記載及び押印は被雇用者本人が行って

ください。 

〇「勤務事務所」、「勤務事務所のサービス種類」、「被雇用者

が従事する職種」、「勤務形態」には指定日以降に予定されてい

るものを記載してください。 

建築基準法・消

防法の検査済証

等 

 

写し 

 

〇建築基準法の検査済証等 

・建築物 

・昇降機（エレベーター） 

〇消防法の消防用設備等検査済証等 

総合事業費の請

求に関する事項 

別紙１ 

別紙２、２

（1） 

〇新規申請時は、必ず添付してください。 

〇届出が必要な加算を申請する場合には、書類（Ｐ15の届出書一

覧を参照）を添付してください。 

 

ｔ運営規程における規定事項一覧 

サービス種類 運営規程に規定する事項 

介護予防訪問事業 ①事業の目的及び運営の方針 

②従業者の職種、員数及び職務の内容 

③営業日及び営業時間 

④指定介護予防訪問事業の内容及び利用料その他の費用の額 

⑤通常の事業の実施地域 

⑥緊急時等における対応方法 

⑦その他運営に関する重要事項 

介護予防通所事業 ①事業の目的及び運営の方針 

②従業者の職種、員数及び職務の内容 

③営業日及び営業時間 

④指定介護予防通所事業の利用定員 

⑤指定介護予防通所事業の内容及び利用料その他の費用の額 

⑥通常の事業の実施地域 

⑦サービス利用に当たっての留意事項 

⑧緊急時等における対応方法 

⑨非常災害対策 

⑩その他運営に関する重要事項 
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４ 加算について 

指定申請時、所定の要件を満たしていることを届け出ることにより、指定日から算定できる加算

があります。 

 

（1） 指定日から届け出ることができる加算 

【介護予防訪問事業】中山間地域等における小規模事業所加算（地域に関する状況）、介護職員処

遇改善加算 

【介護予防通所事業】若年性認知症利用者受入加算、生活機能向上グループ活動加算、運動器機能

向上体制加算、栄養改善体制加算、口腔機能向上体制加算、事業所評価加算、介護職員処遇改善

加算、 

 生活機能向上連携加算 

（2） 添付書類 

加算の要件を満たしていることを確認するために添付書類が必要な加算があります。添付書類

については、次のとおりです。 

 

●総合事業費算定に係る体制等に関する届出 

提出期日：毎月15日以前に届出⇒翌月から算定可能、毎月16日以降に届出⇒翌々月から算定可能 

 

【総合事業費算定に係る体制等に関する届出書一覧】 

様  式  名 形 態 備 考 

総合事業費算定に係る体制等に関する届出書 別紙１  

総合事業費算定に係る体制等状況一覧表 別紙２、２

（1） 

 

従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表 参考様式１  

介護予防・日常生活支援総合事業者による事業費の割

引に係る割引率の設定 
別紙３ 

 

サービス提供体制強化加算に関する届出書 別紙４ 介護予防通所事業のみ 

 

 

●介護職員処遇改善加算に関する届出 

①計画書の提出期限 

・加算を取得する年度の前年度の２月末日までに、また、年度の途中は加算を取得しようとする

月の前々月の末日までに届け出てください。 

・複数の事業所を開設している場合は、事業所ごとに「総合事業費算定に係る体制等に関する届

出書」及び「総合事業費算定に係る体制等状況一覧表」を作成・添付して届け出てください。 

 

 ②総合事業費算定に係る体制等に関する届出書の取り扱い 

○届出が必要な場合 

・加算を取得していなかったが、新たに加算を取得する場合 

   ・従前の加算区分から変更となる場合 
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 ○届出が不要の場合 

   ・従前の加算区分から変更がない場合 

 

 ③実績報告の提出期限 

 ・当該年度に加算の算定をした全ての法人（事業者）について、介護職員処遇改善実績報告の提

出が必要です。なお、当該年度の途中で廃止された場合や介護職員処遇改善加算の算定を終了

された場合も提出が必要なので、ご注意ください。 

※最終の加算の支払いがあった翌々月の末日までに、実績報告書をご提出ください。 

 

 ④提出先 

○介護給付と訪問型サービス又は通所型サービスを一体的に実施している場合 

・事業所ごとに所在地の総合振興局（振興局）と市には写しを提出してください。 

○訪問型サービス又は通所型サービスのみの場合 

・市に提出してください。 

 

【介護職員処遇改善加算に関する届出書一覧】 

様  式  名 形 態 備 考 

総合事業費算定に係る体制等に関する届

出書 

別紙１ 新規に介護職員処遇改善加算を算定す

る場合及び加算区分を変更する場合提

出 総合事業費算定に係る体制等状況一覧表 別紙２、２(1) 

介護職員処遇改善計画書（年度届出用） 別紙様式２  

〃  （指定権者内事業所一覧

表） 

〃 (添付書類1) 北海道指定の複数事業所について一括

作成して別紙様式2に計上する場合添付 

〃 （届出対象都道府県内一覧表） 〃 (添付書類2) 北海道指定分のみの場合には不要 

〃    （都道府県状況一覧表） 〃 (添付書類3) 他都府県に事業所がない場合は不要 

介護職員処遇改善実績報告書 別紙様式５ 

別紙様式５(添

付書類１～３) 

年度における最終の加算の支払い月の

翌々月の末日までに提出 

特別な事情に係る届出書  介護職員の賃金水準を引き下げた上で

賃金改善を行う場合 

介護職員処遇改善加算に係る変更届出書   

その他必要な書類  就業規則、給与規程、労働保険関係成

立届等の納入証明書等（写し） 

※詳細は、「介護職員処遇改善加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示に

ついて」（平成29年3月9日老発0309第5号厚生労働省老健局長通知）をご覧ください。 


